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研究成果の概要（和文）：本研究は半導体産業における企業の構造改革を分析し、大別3つの発見をえた。第1
に、既存事業間で資源を融通し合うことは、参入と撤退をともなう資源の再配置よりも頻繁に観察された。例え
ば、ある事業で余剰資源が生じた場合に、それを新規事業開拓に使うよりも、既存事業の強化に使われる。第2
に、既存のポジショニングに対する執着度の強さは、当該企業が行動を仕掛ける側なのか受け手なのかで異なる
影響をもち、前者は競合企業の敵対的な参入を促し、後者は阻害する。第3に、現在のポジショニングの旨味が
大きければ既存領域を深掘りするような参入を目指すのに対し、逆ならば新領域を探索するような参入を目指
す。

研究成果の概要（英文）：We conducted research about restructuring through business exit and new 
entry in global semiconductor industry. First, resource redeployment within incumbent businesses is 
more common than that with new entry or complete exit. For example, resource shortage by a newly 
entered or deepening incumbent business may siphon resources away from other incumbent businesses. 
Second, if we focus on action-response between rival firms, strong commitment to existing strategy 
in an action initiating firm are negatively related to the likelihood of competitive response 
(retaliatory entry against a focal action initiating firm’s entry) by responding firms, while 
strong commitment of the reacting firm is positively related to that. Third, if a focal firm is 
advantageous in existing business domain, it is more likely to enter business in which that firm can
 exploit incumbent business areas. Otherwise, a firm is more likely to enter business in which that 
firm explore new opportunities.

研究分野：経営戦略
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研究成果の学術的意義や社会的意義
どのような製品や技術でも永遠に売れ続ける保証はない。企業が永続的な存在であることを目指すならば、参入
と撤退を通じた事業の見直しによる構造改革は不可欠である。法制度の面においても社会通念上も人員削減をと
もなうダウンサイジングが難しい日本企業にとっては、余剰資源を新たな事業機会に再配置できることは重大な
課題である。ところが、既存研究の多くは参入と撤退について、米国の産業分類を用いるなど、分析の精細度に
課題がある。本研究では、半導体製品に関する独自データベースを構築し利用することで、どのような要因が円
滑な資源の再配分、構造改革を促すのかについて、具体的な示唆を含む発見をえた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
どのような製品・技術でも永遠に売れ続ける保証はない。電球や蛍光灯は LEDに置き換えら
れつつあるし、もはや街中で公衆電話を探すことは難しくなった。自動車は内燃機関から電気へ
と基盤となる技術が変わりつつあるのかもしれず、またカメラの基盤技術はフィルムを用いた
銀塩写真から光学センサーを用いたデジタル写真へと完全に入れ替わった。企業が永続してい
こうとするのであれば、事業の見直しは不可欠である。かつてエレクトロニクスは自動車となら
んで日本を代表する産業分野であった。そのエレクトロニクス機器関連企業が凋落した一因は、
アナログ技術からデジタル技術へと基盤技術が変化する中で、垂直統合型から水平分業型へと
いう事業モデルの転換に失敗したためである（小川，2009）。 
日本を代表するエレクトロニクス製品関連企業の長期的な業績の推移から、延岡（2011）は興
味深い事実を指摘している。2000年代に同企業群の営業利益率は改善傾向にあったが、それは
売上の増加によってもたらされたというよりは、人件費や原材料費などの削減からもたらされ
た可能性が高いというのである。これは日本のエレクトロニクス企業が既存領域からの撤退を
強いられた一方で、新しい事業を生み、育てることについて後手に回ったことを示唆している。
余剰資源を再投入できる新しい事業機会がないと、余った資源のやり場がないので、撤退すべき
事業から撤退しにくくなる（Lieberman et al., 2017）。撤退の遅れは問題事業に余計な資源を動
員しつづけることにつながり低収益化を助長する。もしも低収益状態が長引けば新たな事業機
会を見いだした時にはすでに資金が枯渇していてジリ貧状態に陥る。法制度の面においても社
会通念上も人員削減が難しい日本企業にとっては、資源の再配分は重大な課題である。 
 
２．研究の目的 
事業撤退と資源の再配置は事業構造の変革にとって重要であるため、関連する研究が蓄積さ
れてきた。Burgelman(1996)は社内の限られた生産能力の奪い合いがインテルの DRAM から MPU へ
の事業構造の変換で重要な役割をもったことを緻密な事例研究から示した。定量的な研究とし
て、たとえば Anand & Singh (1997)は縮小する産業において資源の再利用を目指した買収より
も規模の拡大を目指したそれの方が企業の業績向上に資することを示した。Lieberman et al. 
(2016)は既存事業と新規事業の資源の関連性が高いと、資源の再配分が容易になるためにサン
クコストが低下するので、撤退が早まることを示した。 
先行研究は事業構造改革の参入および退出と、それに関わる資源の再配置について重要な知
見を提供してきたが、さらに解明すべき課題は多い。とりわけ重要な課題のひとつに定量研究に
おけるデータの問題がある。既存研究の多くは参入と撤退について、米国の産業分類を用いて、
各企業が特定の産業分類を自社の事業に含んでいれば参入、含んでいなければ非参入（撤退）、
としている。これは参入と撤退とを、その分野の事業を保持するか否かの二者択一問題だと暗黙
的に見なすことを意味するが、企業がある事業の低収益製品から撤退して同事業の他の製品に
注力することはありうる。既存研究は同じ製品分野内の部分的な撤退や段階的な撤退を把握で
きない。また、類似性の高い分野の方が資源を再利用しやすいと考えられているが、既存研究の
データでは何を再利用するのかについて具体的な示唆を得にくい。例外的に質問票調査を用い
た研究（Capron et al., 1998）は存在するが、これは企業の M&A に限定した調査である。企業
による事業の撤退行動には参入の方法の違い（内部成長なのか買収なのか）が影響を及ぼす
（Chang and Singh, 1999）。M&A に限定すると、事業の成長と退出のプロセス全体を分析できな
い。本研究は半導体分野を対象とする独自のデータベースを構築し、企業の参入と撤退とを各製
品の販売状況で把握するので、部分的な撤退の効果や、再配置される資源の特徴の詳細な検討が
可能になる。 
 半導体製品の独自データベースを構築することで、本プロジェクトでは大別 4 つの課題にと
りくむ。第 1 に、企業の資源が参入と撤退をともなう事業の再構成におよぼす影響を明らかに
する。既存研究では、ある事業から撤退する場合には、他の既存事業との類似性が低いものから
撤退し、逆に新規事業に参入する場合には、既存事業により近いものに参入すると言われている。
それに対して、もしも撤退あるいは縮小する事業と、参入あるいは強化する事業との間で資源の
再配置が行われるとすれば、撤退する事業と参入する事業との類似性は高いほど都合が良いは
ずであり、その点は先行研究の予想とは異なる。この点を明らかにする。第 2に、企業が何かの
事業から撤退したり、あるいは新しく事業に参入したりする場合には、競合企業の動向に注意が
必要になる。競合企業がすでに参入しているような分野に新たに参入することは、その競合との
関係を悪くする可能性があり、さらなる競争激化の引き金を引いてしまうかもしれない。競合企
業間では競争が過度に激化しないように互いに配慮しあうことが先行研究では繰り返し示され
ている。本研究では、企業の行動とそれに対する競合の反応という観点から、半導体製造企業の
参入と撤退を分析する。第 3に、企業が事業を強化しようとする際に、現在のポジショニングが
大きな影響をもつはずである。リーダーとフォロワー、大企業と中小企業とでは、とるべき方策
は明確に異なる。この点について、特に既存の事業領域を深耕するような参入なのか、それとも
新規領域を開拓するような参入なのか、という違いが既存のポジショニングにどのように影響



されるのかを明らかにする。第 4に、既存事業からの撤退を決める際には、単に当該事業の業績
が悪いというような外形的な指標だけではなく、その事業の歴史的経緯や社内の政治的なやり
とり、あるいは文化などさまざまな要因が関連している。ここではコーポレート・ガバナンスの
中でも、とりわけ注目度が高まっている社外取締役の影響を明らかにする。 
 これら 4つの研究課題はそれぞれ独立に実施されるが、次のような形で相互に関係しており、
本プロジェクトではさまざまな観点に基づいて企業の参入と撤退を通じた企業の構造改革を分
析している。まず、第１と第２は、資源配分や競合との関係性のダイナミックな変化を強く意識
したアプローチをとっているのに対して、第３と第４は、ポジショニングや組織の仕組みといっ
た構造的な要因を意識したアプローチをとっている。他方で、第１と第４の研究は、企業の構造
改革を決定する要因を組織内部に求めている。第１の課題では、組織が蓄積してきた資源の再利
用というダイナミックな要因がおよぼす参入あるいは既存事業の強化と、撤退あるいは既存事
業の休止の選択を分析している。第４の課題では、コーポレート・ガバナンスという組織の仕組
みが撤退の意思決定におよぼす影響を明らかにしている。第２と第３は、企業の構造改革の要因
を組織の外部に求めている。第２の課題では競合企業間の反応によって引き起こされる参入と
撤退のダイナミズムを取り上げており、第３の課題では自社の相対的な位置関係がおよぼす新
規参入事業選択の問題を取り上げている。 
 
３．研究の方法 
 研究は独自データベースの構築とそれを用いた統計的分析、業界関係者へのインタビュー調
査、理論研究の大別 3つからなる。 
 
（１）データベースの整備と分析 
IHS グローバル社の Competitive Landscaping Tool および CAPS Universe を契約（購入）し、
これを用いて、半導体企業各社の製品分野ごとの業績と、各製品分野における製品の内訳のデー
タを整備する。 
① 業績データベースの構築 
IHS グローバル社によって整備されている Competitive Landscaping Tool を用いて各半導体
メーカーの詳細な製品分野ごとの売上高および利益のデータを研究に利用可能な水準にまでク
リーニングする。このツールを用いると IHS 社が作成した製品カテゴリーごとに、各半導体メー
カーの売上が分かる。これによって半導体の詳細な製品分野ごとに市場成長率や各社の成長率、
競争の激しさといった指標を作成することができ、半導体産業内部における企業行動を説明す
る上で重要な要因を検討できるようになる。これは全世界約４５０社の半導体製造企業に関す
る２００１年以降のデータで構成されている。 
② 製品データベースの構築 
CAPS Universe は企業の購買担当者向けに開発されたデータベースで、1976 年以降、どの企業
のどのような製品がいつ発売され、現在は入手可能な状態にあるのか、もしも入手できないとす
れば最終販売時期はいつなのか、それぞれの製品について主要な性能指標が記載されている。こ
ちらのデータベースは学術目的あるいは経営分析を意図して作られたデータベースではないの
で、研究に活用するためには多くの追加的作業を必要とするものの、これによって半導体の詳細
な製品分類ごとの技術的な特徴、製品分類間の技術的な近接性といった、企業が参入や撤退を決
める上で重要だと思われる要因を推定するために有用な指標を準備することができる。データ
ベースを整備した結果、上記の CLT に掲載されている企業から 350 社について約 807 万件の製
品情報を入手し、これを分析に利用可能な形に整備した。 
 
（２）インタビュー調査 
半導体の業界関係者に対するインタビュー調査を実施する。これは筆者らがすでに構築して
きた人脈を活用し、データ分析で検証可能な仮説構築をおもな目的とする。また、データ分析か
ら得られた知見について、インタビュー調査を改めて実施することで、その内容の妥当性などに
ついて業界関係者からのフィードバックをえながら進める。 
 
（３）理論研究 
本プロジェクトが狙う学術的貢献は明らかであるが、継続的に理論研究を続けることで、より
大きな学術的貢献が果たせるようにつとめる。 
 
４．研究成果 
 本研究課題では上記のように大別４つの研究課題を設定した。それぞれについて得られた成
果は以下の通りである。 
 
（１） 資源から見た参入と撤退：資源再配置の視点 
 半導体産業において、企業はどの事業にさらなる資源を投入するのか、またどの事業には追加
的資源を投入しないのか、この意思決定におよぼす保有資源との関連の強さを明らかにした。具
体的には、既存事業間で資源を融通し合うことは、参入と撤退をともなう資源の再配置よりも頻
繁に観察された。つまり、ある事業で余剰資源が生じた場合に、それを新規事業開拓に使うより



も、既存事業の強化に使われる。あるいは、ある事業に追加的な資源の配置が必要とされる場合
には、そのために必要な資源を他の事業からの撤退によって生み出すのではなく、他の事業を一
時的に休止することで生み出す。従来の資源の再配置の研究はもっぱら既存事業からの撤退と
新規事業への参入のみを扱ってきたのに対して、本研究では既存事業の強化および休止という
観点を考慮している。また、保有する資源が別用途に再配置しやすいと考えられるファブレス企
業（自ら半導体の製造工場をもたない企業）の方が、再配置しにくい資源をもつと考えられる統
合型企業（自ら半導体の製造工場をもつ企業）よりも、資源の再配置を柔軟かつ段階的に行って
いることが明らかになった。 
 
（２） 企業間の競争行動から見た参入と撤退：アクションとレスポンスの視点 
 参入と撤退を含む企業の行動は自社がもつ資源だけでなく、競合他社の動向にも左右される。
先行研究では企業が競合企業の行動に対して競争的な反応を起こす要因を AMC（認識・動機・能
力）フレームワークによって分析してきた。つまり、競合他社の行動をより明確に認識し、何ら
かの行動を起こす動機がより強く、行動を起こす能力がより高い場合に、企業は競合の行動に対
して競争的に反応する。本研究では、このフレームワークを利用して半導体製造企業の参入と撤
退行動を分析した。その結果、既存のポジショニングに対して強く執着する企業が引き起こした
行動は、競合企業の競争的な反応（敵対的な参入）を招きやすいこと、反対に既存のポジショニ
ングに対して強く執着する企業は競合企業が引き起こす行動に対して競争的な反応（敵対的な
参入）を起こしにくいことを示した。同じように既存のポジショニングに対するコミットメント
が高いと言っても、それが行動を仕掛ける側なのか、競合の行動に反応する側なのかによって、
及ぼす影響は異なる。 
 
（３） 企業のポジショニングから見た新規参入：探索と深化の視点 
 半導体産業のデータを用いて、業界内での企業のポジショニング（シェアや、製品ポートフォ
リオ、扱っている製品の成長性）によって、次なる企業買収が新領域探索的(explorative)に行
われるか、現事業強化的（exploitative）に行われるのかが、ある程度説明できることを実証し
た。自社の業界内での位置取りによって、事業再編のための買収がどう行われるか、一定程度の
予測が可能であることが明らかになった。現在のポジショニングの旨味が大きければ、それをし
っかり押さえようとし、逆ならば新領域の探索をすることが、俯瞰した視座からすると、データ
が推定する通りに企業が動いていることが明らかになった。 
 
（４） 組織の仕組みから見た事業撤退：コーポレート・ガバナンスの視点 
企業の構造改革のうち、撤退の意思決定を促進する要因について検討を行った。撤退の要因を
分析したこれまでの研究の多くは、実験研究であり、実社会のデータを用いた研究が少ない。こ
れに対して本研究では、企業で撤退の意思決定が適切な時期になされないのはなぜか、とりわけ
組織のどのような仕組みが撤退の決断を促進し、逆に阻害するのか、 という問題を明らかにし
ようとした。より具体的には、組織の仕組みとして、コーポレート・ガバナンスに注目し、経営
者交代と外部取締役の影響を明らかにした。 
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